受動喫煙の法的規制の現状
－世界６０数カ国の概観－
Tobacco Control誌の増刊号に出ていた論文の表を訳しました。この60数カ国が選ばれた基準はわかりませんが、受動喫煙対策の現状を知る上でひとつの参考なると思いましたので紹介いたします。原文でpublic place とあるのを｢公衆の集まる場所｣と訳しました。公共施設と言っても、わが国の理解と違う可能性があります。実際にどの場所が禁煙となっているかについては、直接各国の状況を確認していただきたいと思います。（2006年6月19日　松崎道幸）
【出典】A cross country comparison of exposure to secondhand smoke among youth：The GTSS Collaborative Group　.Tobacco Control 2006;15(Suppl II):ii4–ii19. doi: 10.1136/tc.2006.015685　＜表３　地域別国別受動喫煙に関する政策および法制＞
アフリカ地域
南アフリカ

　職場を含むすべての公衆の集まる場所での喫煙は禁止されている。
タンザニア

　2003年7月1日公衆の集まる場所での喫煙が法律で禁止された。「2003年タバコ製品（規制）法」により、公共交通機関、病院、学校など多くの公衆の集まる場所の喫煙は違法となった。
ウガンダ

　環境相は2004年3月にすべての公共施設内の喫煙禁止を義務付けた。レストラン・教育施設・バーでの喫煙は違反となる。禁煙法の執行を担当する警察に逮捕された違反者は10～50ドルの罰金。
アメリカ大陸諸国

アルゼンチン

　2003年からいくつかの地域と大都市で公衆教育活動が始まった。アルゼンチンには企業が全面禁煙であることを公式に登録できるプログラムがある。ブエノスアイレス市は、最近、2006年10月を持って面積100平方メートル以下のレストランとバーの禁煙を義務化することを決めた。
ブラジル

　2003年からブラジルのいくつかの都市（ベロホリゾンテ・リオデジャネイロ・ブラジリア）で積極的な公衆教育活動が始まった。
カナダ
　2003年以降、国内3州と2地域が禁煙となった（レストラン・バーを含む職場と公衆の集まる施設の完全禁煙を義務付けた）。カナダの人口の過半数の住むオンタリオ州・ケベック州など他の地域は2006年に禁煙となる予定。
コスタリカ

　公共の場に関する法律で喫煙区域の設置を義務付けている。

メキシコ

　政府と関連連邦施設に関する法律で喫煙区域の設置を義務付けている。

トリニダードトバゴ
　政府施設のみが完全禁煙となっている。

米国

　2005年10月現在、14州で職場・レストラン・バーが法律で完全禁煙とされている。

ウルグアイ

　ウルグアイは喫煙対策が著しく遅れているアメリカ地域の例外である。2005年9月に大統領が、2006年3月からウルグアイ国内のすべての職場・公共の場を完全禁煙とする声明を発表した。この禁煙政策が実施されたなら、他のラテンアメリカ諸国が追随するモデルとなるだろう。さらに2003年から公衆教育活動が開始されている。
地中海東岸地域
イラン

　2004年に議会は、公共の場―モスク・映画館・レストラン・デパート・交通機関・競技場での喫煙を禁止する法律を採択した。この禁煙法には、若者のタバコ依存を防ぐために、タバコ使用習慣の経済、健康、社会に与える損害を公衆に周知させる義務を政府に課する条文がある。
湾岸諸国

　受動喫煙防止法制の分野で湾岸7カ国における先進的な運動がある。その好例が「タバコのないメッカ・メディナ」運動である。これは公共の場の禁煙から始まり、現在、この2都市におけるタバコ販売の禁止に向けた運動となっている。公共の場の禁煙は2001年に厚生省が計画し実施した対策に基づくものである。幸運なことに、上記二都市の市長の賛同が得られたため、この対策は迅速に実施された。違反者には罰金が科され、再犯には更なる刑罰が科される。この法律は全国的なメディアと賛同者のキャンペーンに支持された。バーレーン・クウェート・オマーンでは、1990年代に制定された受動喫煙規制法制は非常に強力なものであるが、世界保健機関タバコ規制枠組み条約は、そのプロセスをさらに強化するものとなろう。この条約に加盟した湾岸諸国においては、厚生省湾岸協力会議の参加により、7カ国すべての受動喫煙対策を統一して行うための調整が支援されることとなった。
エジプト

　1980年代には、公共の場での喫煙を禁止する法律が存在していたが、2002年に新たな法律ができた。しかしこの法律は徹底されておらず、その適用は個々の施設の管理者の考えに委ねられている。政府当局は禁止法の強化を行おうとしているが、ＦＣＴＣの適用によりこのプロセスが進むであろう。
ヨーロッパ地域

オーストリア

　2003年に制定された法律で、こどもや青少年が利用する教室・会議室・学校スポーツ施設・公衆の利用する施設・学校・セミナー施設での喫煙が禁止された。しかし違反した場合の罰則はない。
ベルギー

　2006年1月現在、雇用主の管理下あるいは、被雇用者が使用するすべての職場室内と社会的施設における喫煙が禁止された。

ブルガリア

　2005年にすべての公共の場の喫煙が禁止された。幼稚園・学校・映画館・劇場・インターネットクラブ・公共交通での喫煙も禁止された。タクシー運転手と乗客は、車外でのみ喫煙が許される。60席以上のレストランでは、喫煙者と非喫煙者の区域を分けなければならない。小規模のカフェでは、空調設備の設置が義務付けられている。違反者には50～150ＢＧＮが科される。
チェコ共和国

　2003年に公共交通機関、非喫煙者が受動喫煙に去らされる可能性のある職場内、学校、ヘルスケア施設、（喫煙区域を除いた）室内スポーツ施設での喫煙が禁止された。

キプロス

　2002年に娯楽施設、政府施設、公共交通、16歳未満の同乗者のいるプライベートな自動車を含むすべての公共の場の喫煙が禁止された。
エストニア

　2001年タバコ法が2005年に修正され、医療施設、教育施設、政府施設、室内のオフィス、職場（バー・レストランを含む）、劇場、映画館が完全禁煙となったが、特別の喫煙場所の設置も同時に認められた。

フィンランド

　社会問題・保健省は、レストランの喫煙規制と従業員の受動喫煙曝露を防ぐために喫煙法制の修正を準備している。2006年夏には、この新しい法制が実現する予定である。
ドイツ

　2002年職場の非喫煙者保護法は、娯楽施設と公共施設を適用除外としている。列車、飛行機、公共輸送機関、医療施設、政府施設の喫煙は禁止されず。

アイルランド

　2004年にアイルランドはパブ、レストラン、事務所、店舗を含むきわめて広い範囲の職場の喫煙を禁止した。この法律はホテルの客室、刑務所、精神病院には適用されない。違反者には罰金が科される。
イタリア

　2005年禁煙法によりバー、レストランなどすべての屋内の公衆利用施設が禁煙とされた。客の喫煙を許した場合、経営者に2000ユーロの罰金が科される。一方この新法に繰り返し違反した喫煙者に対する罰金は275ユーロである。この新法では、排煙装置を備えた特別の閉鎖室内での喫煙は認められている。しかし、自動ドアと強制換気システムを法律に合うように改修する費用は高すぎると嘆いている。
ラトビア

　2006年にバーやレストランを含む公共の場の喫煙を完全に禁止する計画がある。

マルタ

　2004年にバーとレストランを含む、喫煙室を除いたすべての公的私的施設の室内を禁煙とする法律ができた。この喫煙禁止法は、喫煙区域を室内に限り、非喫煙区域と完全に分けることを求めており、その意味で、全面禁止法といえる。
オランダ

　2002年にタバコ法の修正が行われ、公衆の利用する施設、職場、公共交通機関の喫煙が制限された。2004年に職場禁煙法が発効したが、ホテル、バー、レストランなどの接客施設と娯楽施設は適用除外。
北アイルランド（英国）
　アイルランドと類似の職場喫煙規制法が2005年に制定された。

ノルウェー

　2003年室内空気清浄令により交通機関、バー、レストラン等すべての職場の喫煙が禁止された。

ポーランド

　1995年に制定されたタバコ使用から公衆の健康を守る法律は、1999年と2003年に修正され、現在公共の場の喫煙は禁止されている。

スコットランド（英国）
　スコットランドにおける公共の場の喫煙禁止が採択され、2006年3月に実施される予定。この喫煙禁止法は、パブ、バー、レストランの喫煙を禁止している。この法律を守らない事業者には最高2500ポンド、違反した喫煙者には1000ポンドの罰金。
スウェーデン
　2005年にすべてのレストラン、バー、カフェを含む公衆の集まる場所の喫煙が禁止された。飲食を提供しない施設内限って、別換気系統を備えた喫煙室の設置を認めている。

東南アジア地域

バングラデシュ

　1980年代から高等裁判所の裁定と他の政府法令により、公共の場での喫煙は禁止されている。2005年バングラデシュタバココントロール法は、公共の場の喫煙を包括的に禁止する条項がある。この法律は、教育施設、政府オフィス、準政府オフィス、民間オフィス、図書館、エレベータ、病院、診療所、裁判所、空港、港湾施設、海軍施設、鉄道駅、バスターミナル、フェリー、劇場、屋根のある展示場、公衆トイレ、公営・私営の公園などを政府指定禁煙公共施設と規定している。この法律は、自動車、バス、列車、路面電車、船舶、ランチおよびあらゆるエンジン付乗り物を政府指定禁煙公共輸送機関と規定している。この法律は喫煙場所も指定している。
ブータン

　2005年3月1日に公共の場での喫煙は禁止された。政府施設、病院、学校、公園、ショッピングセンター内等での喫煙も禁止されている。

北朝鮮
　レストラン、商店、鉄道駅待合室での喫煙を禁止する法令がある。
インド

　2003年インドタバココントロール法により、公衆の集まる場所および公共交通機関での喫煙は禁止された。この法律には禁煙とされた公共施設と交通機関が規定されている。州政府は空港や職場にさらに厳しい禁煙法を施行している。裁判でも公共の場を禁煙とするよう裁定されている。
インドネシア

　1991年大統領令により、各省庁に禁煙区域の表示、告知、設定の義務が負わされた。医療施設、宗教施設、小児ケア施設、公共交通機関での喫煙禁止義務もうたっている。インドネシア内務省は、1989年に学校での喫煙を禁止した。保健省は、1990年に職場の禁煙に関する指示を出し、1991年に陸上、海上、航空交通機関を禁煙とした。2005年6月空気汚染対策に関する規則をサポートするためにジャカルタ地域にGubernatorial規則が発令された。これは2006年2月から発効する。この規則は主にビル、オフィス、学校、礼拝所、乗り物のオーナーなど禁煙区域責任者に対して作られたものである。この規則の適用される施設は、政府および民間の職場、バスターミナル、駅、商店街、空港、ショッピングセンター、ホテル、レストランなどである。列車、タクシー、バス、パブリックミニバンは禁煙とされた。この法律は、管理責任者に、施設を全面禁煙にするか他の部屋から離れた特別の喫煙区域を作って残りを禁煙とする義務を負わせている。そして違反の有無を報告する義務も課している。
モルジブ

　法律で医療施設、教育機関、政府施設、スポーツ複合施設、スタジアム、エアコンのあるレストラン、交通機関などの公衆の利用する施設での喫煙は禁止。
ミャンマー

　病院、学校、スポーツスタジアム、運動場、トレーニングキャンプなどあらゆるタイプの保健施設での喫煙は禁止。公衆保健法にはタバコなどによる空気汚染から環境を保護することがうたわれている。
ネパール

　政府施設、保健施設などの公共施設は1992年から禁煙とされた。飛行機内と空港での喫煙も禁止。

スリランカ

　州の施設と交通機関での喫煙は禁止されている。州売店におけるタバコ販売も1999年以来禁止。
タイ

　タイの受動喫煙防止法制は世界的に見ても先進的である。非喫煙者権利保護法（1992年）により、公衆の集まる施設、バス、タクシー、空調設備のある列車での喫煙は禁止されている。また列車とレストランには50％以上の面積の禁煙区域を設置することが義務付けられた。飛行機内の喫煙も禁止されている。現在この法律と規則により一部のレストランの喫煙が禁止されている。
西太平洋地域

オーストラリア

　公衆の集まる場所の多くで喫煙が禁止されている。オーストラリア首都圏地域行政府と南オーストラリア州は、すべてのバーとレストランでの喫煙を禁止する予定であると言明している。ニューサウスウェールズ州政府も同様の措置をとることを検討している。2004年7月から、西オーストラリア州のナイトクラブでは、喫煙区域を20％に限定している。2006年末までに、すべての屋内施設の完全禁煙が法律で決められるとみられている。

中国

　主要都市の地下鉄は積極的に禁煙化されつつある。国有鉄道会社は客室内と駅待合室の喫煙を禁止している。500駅が完全禁煙となっている。
フィジー

政府施設、病院、ヘルスケア施設、劇場での喫煙は禁止されている。政府はこの禁止措置をさらに拡大強化する予定である。しかしレストランの禁煙は行われていない。
日本

　2003年5月に施行された健康増進法のもとで、学校、病院、レストラン、行政施設、職場の自発的禁煙化が進んでいる。政府は職場の管理者に喫煙規制を実行する先導的役割を果たすよう指導している。
モンゴル

　公共施設と職場の喫煙は禁止され、それ以外のすべての施設については喫煙区域を設置するよう義務付けており、違反には罰金が科される。しかし、禁煙規則はあまり守られていない。
ニュージーランド

　多くの職場で喫煙は禁止。2004年12月からレストランとバーでの喫煙も法律で禁止された。

フィリピン

　2004年のタバコ規制法で、すべての公共の場と施設内での喫煙が禁止された。いくつかの都市ではすべての室内施設まで完全禁煙と定めた。
サモア
すべての政府施設、病院で喫煙は禁止されているが、徹底されていない。政府はタクシーやバスの自主的禁煙化を奨励している。
シンガポール

　多くの職場と公共施設で喫煙は禁止されている。2006年には、すべての屋内施設と自然保護区域を完全禁煙とする予定である。
韓国
　2003年3月に、150㎡以上のゲーム場、インターネットカフェ、レストランには面積の半分以上を非喫煙区域にする義務が課された。オーナーには壁、スクリーン、換気装置などを設置して、非喫煙区域からタバコ煙を完全になくす義務が課せられた。さらにすべての病院と学校、地下鉄のホーム、鉄道の利用者通路、職場ホール、バスルームは完全に禁煙となった。これは改定された健康増進規則に基づく措置の一部である。
トンガ

　政府施設と医療施設での喫煙は禁止されている。政府はこの禁煙方針をすべての公共施設、職場、屋内レストラン、公共交通機関に広げる予定。
ベトナム

　2005年1月に交通通信省は省オフィス、レセプションルーム、駅、空港、公共交通機関での喫煙を禁止する指令に署名した。

